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序章 

 

１ 第４期米沢市工業振興計画策定の背景 

   本市では、市内の産学官金が一体となりものづくり産業の振興に取り組むため、その

指針となる米沢市工業振興計画を策定することとしており、平成 19 年に第１期計画を

策定して以降、企業活動及び産業ネットワークに対する支援、山形大学との連携による

新産業の創出、産業団地への企業誘致の推進及び産業人材の育成支援等の各種事業を推

進してきました。 

また、令和３年度から令和７年度を計画期間とする第３期米沢市工業振興計画におい

ては、「ものづくり企業の経営基盤の強化」、「先端技術の活用促進によるものづくりの

振興」、「成長分野の企業立地による産業集積・基盤強化」を基本戦略として掲げ、もの

づくり産業の一層の高付加価値化に重点的に取り組んできたところです。 

近年、企業を取り巻く環境は劇的に変化し、全国的な労働力人口の減少や感染症拡大

を契機としたデジタル技術の急速な普及、賃金の上昇、原油・原材料価格の高騰、円安

の進行、地政学的リスクの高まり等、目まぐるしく移り変わる社会情勢の影響を受け、

企業経営の不確実性が高まりつつある状況です。 

こうしたことから、直面する多様な課題を克服し、将来に亘り持続的に「ものづくり

のまち米沢」の発展を実現するため、新たな工業振興計画を策定するものです。 

 

２ 計画の期間 

令和８年度～令和 12 年度（５年間） 

 

３ 計画の位置づけ 

第４期米沢市工業振興計画は、本市の最上位計画である米沢市まちづくり総合計画及

び米沢市デジタル田園都市構想総合戦略における基本目標に基づき、第１期から第３期

計画の成果・課題を踏まえ、具体的な施策を展開するための指針として位置づけます。 
 
 
■米沢市まちづくり総合計画及び米沢市デジタル田園都市構想総合戦略と本計画の関係 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期米沢市工業振興計画 
（R８～R12） 

米沢市まちづくり総合計画 前期基本計画 

よねざわしあわせビジョン 2035 
（R8～R12） 

【基本目標２】産業・経済 働く環境の整備と 

高付加価値化により、市民所得の向上を実現する 

米沢市デジタル田園都市構想総合戦略（R6～R9） 

【基本目標 1】地域産業に活力があり、市民が安定して 

働き続けることができる「しごと」を創出します 

具体的な施策の展開 
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■ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）と本計画の関係 

（１）ＳＤＧｓの 17 のゴール 

  ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、平成 13 年（2001 年）に策定されたミレニアム開発

目標（ＭＤＧｓ）の後継として、平成 27年（2015 年）９月の国連サミットで加盟国の全会一

致で採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された、令和 12 年（2030

年）までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：国際連合広報センターWEB サイト） 

 

（２）本計画に関連するゴール 

本計画では、本市のものづくり産業が持続可能なものとして将来にわたり発展し続けていく

ため、以下の６つのゴールを特に関連性の高いものとして位置付け、施策を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

  



 
 

3 
 

第１章 米沢市の工業のあらまし 

 
１ 工業集積のあゆみ  

  本市の「ものづくりのまち」としての発展は、江戸時代中期に米沢藩第９代藩主上杉

治憲（上杉鷹山）が殖産振興のために奨励した米沢織物に端を発しました。出羽の米沢

織として、その品質の高さから全国有数の絹織物産地となった本市は、明治以降、自動

織機の導入により生産量を拡大し、県内の重要産業拠点へと発展していきました。 

また、大正６年に米澤高等工業学校（現・山形大学工学部）の教授であった秦逸三氏

の先導により、帝人株式会社の前身である帝国人造絹糸株式会社が創設され、国内で初

めて人造絹糸（レーヨン）製造の工業化が行われるなど、本市は繊維産業に新たな価値

をもたらすイノベーション創出の地となりました。 

現在も、本市の繊維産業は撚糸から縫製に至るまで地域内で一貫して行うことができ

る国内有数の繊維総合産地として、高度な織物技術と高品質な製品により、国内外から

高い評価を得ています。 

  一方、本市が多様な産業が集積する工業都市へと発展する契機となったのが、第二次

世界大戦を機にした企業疎開であり、これらの企業が後に地域を牽引する企業に成長す

ることにより、工業発展の基盤が築かれていきました。 

また、昭和 53 年には国内初の中核工業団地の指定を受けた米沢八幡原中核工業団地

の分譲を開始し、地域外からの企業立地が急速に進展しました。その後、平成 29 年に

東北中央自動車道が開通し、同団地直結のインターチェンジが整備されたことが後押し

となり、令和４年に分譲完了となりました。令和７年４月現在、同団地では 67 社が操

業し、分譲率は 100％となっています。 

さらに、平成 12 年には企業の研究開発機能の集積を目的とした産業団地である米沢

オフィス・アルカディアの分譲を開始し、山形大学の研究関連施設を始め、ものづくり

企業の製造拠点や多様な業種の企業立地が進展しました。令和７年４月現在、23 社２団

体が操業し、分譲率は約 87％となっています。 

これらのように、産業団地の整備により企業立地が進展したことにより、本市の産業

形態は、繊維から電機・機械、そして先端的な情報・エレクトロニクスへと拡大し、現

在は東北有数の工業都市へと発展を遂げました。また、企業集積が進展してきた中で、

重層的な企業間ネットワークや産業支援拠点が形成され、産業団体等の垣根を超えた交

流や事業が行われています。 
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 ［本市の主な産業ネットワーク］ 

・米沢市電子機器機械工業振興協議会 

昭和 56 年に設立。市内の大手企業の第一次下請け企業を中核として設立した。共

同受発注の促進、他地域との連携及び研修会等の事業を実施している。 

・八幡原企業協議会 

昭和 57 年に設立。米沢八幡原中核工業団地の立地企業等で構成されており、協議

会内で各種交流事業等を実施している。 

・米沢オフィス・アルカディアクラブ 

平成 26 年に設立。米沢オフィス・アルカディアの立地企業・団体で構成されてお

り、主に協議会内での各種交流事業等を実施している。 

  ・米沢ものづくり振興協議会 

平成 31 年に市内産学官金の連携により設立。ものづくり企業に対する国内外販路

開拓支援や産業人材の育成支援等の事業を実施している。 

 

２ 工業を取り巻く現状 

（１）統計データから見る本市製造業 

 

※本計画上の「事業所数」、「従業者数」、「製造品出荷額等」、「付加価値額」について 

  令和元年以前は工業統計調査（令和２年ほか、経済センサス-活動調査の実施年を除く）、令和３年

以降は経済構造実態調査（製造業事業所調査）における数値を使用しています。 

  なお、調査毎に集計範囲が異なり、過去の統計と単純比較できないことから、以下の点に留意が必

要です。 

▪工業統計調査…国に属する事業所以外の従業者４人以上の全ての事業所を調査対象とする。 

▪経済センサス-活動調査…個人経営を除く全ての事業所を調査対象とする。 

▪経済構造実態調査（製造業事業所調査）…個人経営を除く一部の事業所を調査対象とし、その報告

を基に全体を推計した上で集計する。 

 

① 事業所数と従業者数 

本市製造業の事業所数は、平成 17 年の 354 社から、令和５年には 277 社まで減少

しています。業種別では繊維工業が 57 社で最も多く、全体の 20.6％を占めており、

以下、生産用機械器具製造業が 39 社で 14.1％、食料品製造業が 24 社で 8.7％、電

子部品・デバイス・電子回路製造業が 19 社で 6.9％と続いています。 

また、従業者数についても、事業所数と同様に減少傾向にあり、ピーク時の平成

３年の 18,665 人と比較し、令和５年は 11,260 人となり、約 7,400 人の減となりま

した。業種別では生産用機械器具製造業が 1,848 人で全体の 16.4％、情報通信機械

器具製造業が 1,630 人で 14.5％、電子部品・デバイス・電子回路製造業が 1,533 人

で 13.6％、窯業・土石製品製造業が 981 人で 8.7％となっています。 
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② 産業類型別の構造 

産業中分類のおける業種を生活関連・その他産業、基礎素材型産業、加工組立型

産業の３類に分けた場合、本市では、加工組立型産業の従業者数、製造品出荷額等、

付加価値額の比重が大きいという特徴があります。 
 
令和５年業種別事業所数･従業者数･製造品出荷額等･粗付加価値額･従業者１人当たりの粗付加価値額(労働生産性) 

 
（資料：「令和６年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を基に作成。「X」は事業所数が少数のため秘密の保持上秘匿とするもの。） 
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③ 製造品出荷額等 

本市の製造品出荷額等は平成 20 年の 8,349 億 9,791 万円をピークとして、同年の

リーマンショックを契機とする不況や平成 23 年３月に発生した東日本大震災の影

響を受け、大きく減少しました。近年は、令和５年に 5,498 億 8,438 万円となるな

ど横ばいで推移しています。 

業種別では情報通信機械器具製造業が 1,808 億 1,642 万円で全体の 32.9％と最も

多く、次いで電子部品・デバイス、電子回路製造業が 1,379 億 2,943 万円で 25.1％、

生産用機械器具製造業が 490 億 6,677 万円で 8.9％となっています。 
 
製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：「令和６年山形県の工業」を基に作成。） 

④ 付加価値額 

付加価値額については、平成 19 年がピークで 2,409 億 4,387 万円でしたが、近年

は製造品出荷額等と同様の理由から減少し、令和４年は 1,424 億 9,461 万円となっ

ています。業種別では、電子部品・デバイス・電子回路製造業が 398 億 8,816 万円

で 28.0％、情報通信機械器具製造業が 318 億 6,991 万円で全体の 22.4％、生産用機

械器具製造業が 215 億 642 万円で全体の 15.1％を占めています。 
 
付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 % 

（資料：「令和５年山形県の工業」を基に作成。付加価値額については、従業者 30 人以上の事業所は付加価値額、 

29 人以下の事業所は粗付加価値額を合計したもの。付加価値率については、従業者 30 人以上の事業所が対象。） 
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⑤ 他市町村との比較 

（ア）県内比較 

令和５年の本市の製造品出荷額等（5,498 億 8,438 万円）は鶴岡市に次いで県内

第２位であり、粗付加価値額（1,704 億 4,911 万円）及び従業者 1 人当たりの粗付

加価値額（労働生産性、約 1,514 万円/人）については、いずれも第１位の鶴岡市と

比較し、大きく下回っている状況にあります。 

 

（イ）東北管内比較 

東北管内において、令和５年の本市の製造品出荷額等（5,498 億 8,438 万円）は

第 10 位と上位に位置しています。 

また、粗付加価値額（1,704 億 4,911 万円）は東北管内で第８位である一方、従業

者 1 人当たりの粗付加価値額（労働生産性、約 1,514 万円/人）については、第 27

位となりました。 

 

山形県内の製造品出荷額等の上位 10 自治体      東北管内の製造品出荷額等の上位 10 自治体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

山形県内の粗付加価値額の上位 10 自治体       東北管内の粗付加価値額の上位 10 自治体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料：「令和６年経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を基に作成。） 
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（２）統計データから見る人口動態 

① 人口動態と新規学卒者の推移 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和５年推計）に

よると、本市の令和７年推計人口（令和２年国勢調査を基にした推計）は 76,691 人

となり、ピークであった平成７年の 95,592 人と比較すると、この 30 年で約 25％の

人口が減少したことになります。 

また本市の将来人口は、令和 12 年には 71,907 人、令和 17 年には 67,163 人と見

込まれ、今後ますます減少することが予想されています。 

生産年齢人口（15～64 歳）については、令和 12 年に 40,649 人、令和 17 年には

36,877 人となり、全人口に占める割合が 50％台半ばとなることが見込まれることか

ら、本市のものづくり産業においては人材の確保や後継者の育成、技術の継承といっ

た、将来に向けた事業継続の見通しにも大きな影響を与えるものと予想されます。 
 
米沢市の年齢区分別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（資料：国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（令和５月推計）を基に作成。 

令和２年までは実数値、令和７年以降は将来推計値。） 
 

次に、本市出身の高校生について、新規卒業者の進路状況を見ると、進学者数が就

職者数を上回る状況が続く中、近年その傾向は強まりつつあり、令和６年３月卒業生

については全卒業者 591 人のうち進学者 399 人（67.5％）、就職者 171 人（28.9％）

となっています。 

就職者の就職先については、県内が 118 人、県外が 53 人とおよそ７割が県内企業・

団体等へ就職しており、令和２年３月卒業生と比較すると僅かながら県内就職者の割

合が増えている状況にあります。一方で進学者については、県内が 117 人、県外が

282 人と県外に進学する卒業生が多い状況が続いています。 
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米沢市内高校新規卒業者の進路状況（米沢市内在住者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：文部科学省「学校基本調査」を基に作成） 

 

 

米沢市内高校新卒者（令和６年３月卒）の県内就職者の産業別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（資料：文部科学省「学校基本調査」を基に作成） 

 

（３）山形大学米沢キャンパス 

明治 43 年、現在の山形大学米沢キャンパスの前身であり、国内７番目となる官立

米澤高等工業学校が設立されました。同校の創立時、本市の基幹産業であった繊維工

業に関連し、染織科（色染分科、機織分科）と応用化学科が開設されました。 

その後、同校は、昭和 24 年に国立大学設置法に基づき山形大学工学部として再発

足し、大学院の重点化や組織の改正を重ねながら、国内有数規模の工学部へと発展を

遂げ、専門的な教育や研究が推進されてきました。 

特に、山形大学工学部は高分子及び材料科学の研究領域で世界有数の研究実績を挙



 
 

10 
 

げており、有機エレクトロニクス関連分野を中心として、社会実装に向けた研究開発

拠点の形成など様々な取組が行われてきました。 

また、同大学はバイオ・生命化学や電気電子、機械工学、建築デザイン・マネジメ

ント等、広域な工学領域において最先端の研究シーズを有しており、多くの研究者の

集積が図られた最先端の研究開発拠点となりました。 

令和７年４月には、高度情報人材の育成を目的として大学院理工学研究科に数理情

報システム専攻を開設し、ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ解析、量子コンピューティン

グなどの最新技術の研究を行うほか、地域企業や自治体と連携しデジタル技術を活用

して社会課題の解決に取り組んでいます。 

さらに、同大学は文部科学省の令和６年度「地域中核・特色ある研究大学強化促進

事業（Ｊ－ＰＥＡＫＳ）」の採択を受け、令和７年度から５年間にわたり、「サステナ

ブルエレクトロニクス」（電子部品・デバイスの設計、製造、使用、廃棄の全過程で

環境負荷を抑え、資源効率向上とリサイクルの促進を図る）の実現に取り組むことと

しており、国内外の学生及び研究者が集い基礎研究から社会実装までを一貫して推進

する国際的な研究拠点の形成を目指しています。 

 

（４）新たな産業振興拠点の整備（（仮称）米沢地域産業振興センター） 

本市の商工業振興施策を始め、多くの事業で連携・協力関係にある米沢商工会議所は

現在、令和８年度の開所を目指し、まちなかへの会館の新設・移転を計画しており、本

市は米沢商工会議所と連携し、同会館の開所に合わせ、新たな産業振興拠点となる「（仮

称）米沢地域産業振興センター」の整備を計画しています。 

現在本市が抱える若年者の低い地元定着率を起因とする産業人材不足や中心市街地

の空洞化、商店街の衰退、中小・小規模事業者のデジタル化への対応、従業者 1人当た

りの付加価値額（労働生産性）の低迷による産業競争力の低下等、多様な課題の解決を

図るためには、広く事業者や支援機関、教育機関、学生等が参集できる事業を展開し、

産業基盤の底上げを図ることが重要となります。 

同センターでは、事業者向けに経営課題に関する相談機能を設けるほか、各種セミナ

ーの開催を始めとした企業交流の契機となる事業の実施を予定しており、本市ものづ

くり産業を構成し支える人々を繋ぎ包括的に支援することにより、上記の課題解決及

び産業振興に寄与する拠点となります。 

また、同会館において山形県が主体となり運営する施設「イノベーション連携拠点」

では、山形県、米沢商工会議所、山形大学及び本市が連携し、企業の保有技術を起点と

した山形大学の研究シーズの事業化や企業の技術相談、企業と学生の交流等を契機と

したイノベーションの創出を目指すこととしており、これらの施設が連携することに

より相乗効果が期待できます。 
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（５）新たな産業団地の整備 

本市では、令和４年３月に米沢八幡原中核工業団地の分譲が完了し、米沢オフィス・

アルカディアの分譲率が約 87％となるなど、現在分譲が可能な産業用地は僅少となっ

ています。 

このことを踏まえ、更なる企業立地の促進を図るため、米沢市まちづくり総合計画後

期基本計画及び第３期米沢市工業振興計画において、「新産業団地整備の検討」につい

て位置付けを行うとともに、令和４年度に外部委託により産業団地の適地調査及び企

業ニーズ調査を実施しました。 

また、市内外の企業等から本市への新規立地に関する問い合わせが多く寄せられて

いるほか、令和５年２月には、米沢市議会から本市に対し、新たな産業用地の確保に関

する政策提言書が提出されるなど、多方面から新たな産業団地の整備を求める意見・要

望を受ける状況となりました。 

これらを受け、令和５年度より整備候補地及び整備手法の決定に向け、交通面や産業

人材の誘引、周辺インフラ整備を含めた開発のしやすさ、整備の実現性等の課題を整理

するなど関係者による検討・協議を進めた結果、令和７年２月に策定した米沢市新産業

団地整備基本方針に基づき、候補地を「米沢北インターチェンジ周辺」と決定しました。 

なお、同基本方針において、新たな産業団地には、研究開発型企業を中心に以下の業

種の産業を積極的に誘導することとしており、地元大学卒業生や若年者、ＵＩＪターン

者が性別によらず活躍できる環境を創出するなど、本市の特色や優位性、企業や市民ニ

ーズに配慮した産業団地となるよう努めていきます。 

 

［積極的に誘導する産業（補助事業の創設等を検討するもの）］ 

① 半導体関連産業  ② DX・GX 関連産業  ③ 自動車関連産業 

④ 航空機関連産業  ⑤ ロボット関連産業  ⑥ 環境・エネルギー関連産業 

⑦ 医療・福祉・健康関連産業  ⑧ 食品関連産業  ⑨ 農業関連産業 

⑩ その他研究開発系オフィス等 
 

［その他分譲対象産業］ 

① 上記以外の製造業 ② 運輸業（道路貨物運送業、倉庫業等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真：米沢北インターチェンジ周辺） 
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第２章 米沢市の工業の課題 

 
１ 第３期米沢市工業振興計画（令和３年度～令和７年度）の総括 

（１）評価指数（ＫＰＩ）の進捗状況 

 

（２）各プロジェクトの実施状況、課題及び今後の方向性 

 

（基本戦略１）ものづくり企業の経営基盤強化 

 

施策１ 重点施策 新時代を見据えたものづくり人材の育成及び定着の促進 

 

実施状況 

■ 米沢ものづくり振興事業 

  市内企業の生産性向上を目的として、ＤＸやＡＩ活用、デジタル人材の育成といっ

た企業ニーズやものづくりの潮流を捉えたテーマによるセミナー・講演会を開催した。 

また、山形大学の先端的研究シーズの事業化や産学連携の促進を目的として、同大

学教員による企業向けセミナーを開催した。 

■ 米沢市人材確保・定着促進事業 

  米沢商工会議所に業務を委託し、市内高校生の地元定着促進やキャリア教育の推進、

県外の地元出身学生・若年労働者の呼び戻し及び他地域からの移住促進（ＵＩＪター
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ン）を目的としたイベント・セミナーを開催するなど、将来に向けて就業人口の増加や

就業機会の確保に資する各種事業を展開した。 

※ 学生と地元企業のマッチングを目的としたセミナー・ガイダンス・イベント参加人数 

R3：1,504 人、R4：1,973 人、R5：1,652 人、R6：1,553 人 

■ 置賜地区雇用対策協議会との連携 

  新規学卒者の市内就職促進を目的としたセミナーや企業説明会のほか、市内企業の

新入社員を対象に企業への定着を目的としたセミナーを開催するなどした。 

■ 企業魅力発見企画運営協議会との連携 

  山形県や産業団体、教育機関等と連携し、市内高校生に対し市内企業の魅力をＰＲ

することを目的としたバスツアーを開催した。 

■ 県立米沢鶴城高等学校及び地域コンソーシアムとの連携（Ｒ７） 

  将来の本市産業を担う人材を地域全体で育成・輩出していくため、同校、米沢商工

会議所及び本市の３者は包括連携協定を締結するとともに、関係商工団体を加えた地

域コンソーシアムを組織し、各種事業を実施する体制の整備を行った。 

■ 「360°よねざわオープンファクトリー」開催支援（Ｒ５～） 

  市内の繊維関連事業者を中心に企画・運営を行うオープンファクトリーの開催を支

援することにより、企業や製品のブランド価値の向上及び若年層をターゲットとした

企業の魅力発信に寄与した。 

■ 市報等の情報発信媒体の活用 

  市内企業の若手社員にスポットを当て、自社の強みや働きがいをＰＲする機会を提

供し、企業の魅力発信及び若年求職者の市内就職を促進した。 

（市報特集記事「米沢(ここ)にいい人いい仕事」） 

■ 中小企業経営基盤強化サポート事業（Ｒ３～４） 

  米沢商工会議所に支援窓口を設置し、企業経営に対する専門指導員が助言・指導を

行う体制を整備することにより、事業承継を始めとしたポストコロナにおける経営課

題解決に対し支援を行った。 

 

課 題 

■ 企業課題解決を牽引するデジタル人材の不足及びデジタル実装の伸び悩み 

■ 労働力人口の減少に伴う慢性的な人手不足及び後継者不足 

■ 企業の魅力発信・情報発信の強化 

 

今後の方向性：拡 充 

■ 国内外の製造業事業者を取り巻く最新技術の動向を注視し、市内企業における先端

技術導入や高度デジタル人材の育成・確保のニーズを把握するとともに、導入や育成

の妨げとなる課題の解決及び先端技術を活かした事業の創出を目指し、山形大学及び

その関連機関と連携して企業支援に取り組んでいく。 

■ 市内教育機関や各種産業団体、支援機関等と連携し、高校生や大学生、ＵＩＪター

ン希望者の市内就職を促進する効果的な事業実施の手法を検討するとともに、若年層

をターゲットとしたイベントや各種情報発信媒体を活用し、市内企業の魅力を発信す
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る取組を継続していく。 

■ 慢性的な人手不足から脱却するために外国人労働力の受入を検討する企業が増加

していることから、関係機関と連携し、企業ニーズに適した支援を実施していく。 

■ コロナ禍を契機とした労働環境や勤務形態の多様化（在宅・複業・兼業等）に対応し、

地元出身者の市内定着や市外在住者の採用を促進する取組が必要である。 

 

 施策２ 企業競争力強化に向けた技術力及び収益性の向上に対する支援 

 

実施状況 

■ 各種補助金等支援制度に関する情報発信 

  市内企業への訪問活動の実施により、経済産業省「事業再構築補助金」や県「中小

企業パワーアップ補助金」といった企業の新事業展開や設備投資に関する支援制度の

周知及び活用促進に努めた。 

■ 米沢市産学交流会の開催（Ｒ５～） 

  市内企業及び山形大学の研究者を対象に産産・産学連携事例の発表や製品・研究成

果等の展示を通じた交流の機会を提供し、異業種相互の理解を深めることにより、地

域内受発注機会の創出や大学研究シーズの事業化の促進を図った。 

※ R5 参加者 85 人・出展者 15社、R6 参加者 75人・出展者 19 社 

■ 米沢ものづくり振興事業 

  市内企業の生産性向上を目的として、ＤＸやＡＩ活用、デジタル人材の育成といっ

た企業ニーズやものづくりの潮流を捉えたテーマによるセミナー・講演会を開催した。

また、山形大学の先端的研究シーズの事業化や産学連携の促進を目的として、同大学

教員による企業向けセミナーを開催した。（再掲） 

■「360°よねざわオープンファクトリー」開催支援（Ｒ５～） 

  市内の繊維関連事業者を中心に企画・運営を行うオープンファクトリーの開催を支

援することにより、企業や製品のブランド価値の向上及び若年層をターゲットとした

企業の魅力発信に寄与した。（再掲） 

■ 米沢ファッションベースキャンププロジェクト推進事業（Ｒ６～） 

全国有数の繊維総合産地である本市の新たな価値の創造を目指し、洋装関連企業が

連携して取り組む販路開拓、情報発信及び勉強会の開催等を支援した。 

 

課 題 

■ 異業種間交流及び産学交流の推進 

■ 企業の技術革新及び設備投資による生産性向上の促進 

■ 企業の魅力発信・情報発信の強化（再掲） 

 

今後の方向性：継 続 

■ 引き続き、多業種の事業者や大学研究者が集い交流する場を創出するなど、企業の

技術力及び製品開発力の向上に資する事業の実施を検討する。 

■ 山形大学による先端技術の社会実装に向けた取組を国の研究機関等と連携し支援
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することで、市内企業への技術移転や成長産業の集積を目指す。 

■ 令和８年度に開館予定の（仮称）米沢地域産業振興センターを産業振興施策実施の

中核拠点と位置付け、各種産業団体及び支援機関等が連携して企業支援に取り組む。 

 

施策３ 企業間連携・ネットワーク強化に対する支援 

 

実施状況 

■ 米沢市電子機器機械工業振興協議会及びおきたまものづくりネットワーク協議会

と共同で事業を実施し、県内外における企業の共同受発注機会の獲得を支援した。 

■ 米沢繊維協議会と連携し、繊維関連企業の販路開拓及び新製品開発を支援するとと

もに、同協議会が主体的に実施する「360°よねざわオープンファクトリー」の開催を

支援した。 

■ 八幡原企業協議会及び米沢オフィス・アルカディアクラブと連携し、産業団地内企

業の円滑な企業活動及び同団地内の環境整備を支援した。また、山形県工業会置賜支

部との共催により「米沢市産学交流会」を開催し、同団地内企業の産産・産学連携の

機会を創出した。 

■ 米沢市電子機器機械工業振興協議会、東京都大田区及び（一社）大森工場協会と連

携し、相互の企業視察及び交流会の開催など地域間交流の場を創出した。 

■ 産業のまちネットワーク推進協議会に加盟する他都市の行政職員と交流し、企業支

援のあり方等に関する情報交換・情報共有に努めた。 

 

課 題 

■ 各種産業団体及び支援機関等との連携事業効果の地域への波及 

■ 異業種間交流及び産学交流の推進（再掲） 

 

今後の方向性：継 続 

■ 引き続き、産業団体や企業のニーズに沿った事業を展開し、個社の企業競争力向上

を支援するとともに、事業効果の地域への波及を促していく。 

■ 令和８年度に開館予定の（仮称）米沢地域産業振興センターを産業振興施策実施の中

核拠点と位置付け、各種産業団体及び支援機関等が連携して企業支援に取り組んでいく。

（再掲） 

 

施策４ 国内外における販路開拓及び取引拡大に向けたマッチング支援 

 

実施状況 

■ 米沢ものづくり振興事業（国内販路開拓支援） 

  米沢ものづくり振興協議会が主体となり、（公財）やまがた産業支援機構と連携す

るなどし、首都圏で開催する大規模展示会に企業と共同出展を行ったほか、令和６年

度以降は企業が展示会等に出展する際の費用に対し補助金を交付した。 

  また、同協議会が任用する販路開拓支援員が県内外企業とのマッチングを支援し、
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新規受発注機会の獲得や新商品開発等の促進を図った。 

※ 販路開拓支援員のサポートによるマッチング（商談成約）件数 

R3：49 件、R4：72 件、R5：91 件、R6：75 件 

■ 米沢ものづくり振興事業（海外販路開拓支援） 

  米沢ものづくり振興協議会が主体となり、市内の金属等精密加工企業及び繊維関連

企業と共にドイツ連邦共和国ザクセン州及び関連地域との企業間・地域間交流に取り

組み、新規受発注機会の獲得を支援した。 

■ 商工業地域活性化事業費補助金の活用促進 

  企業の展示会出展費用の一部を補助する同補助金制度の活用を促進し、新規受発注

機会の獲得を支援した。 

 

課 題 

■ 継続的な新規受発注機会獲得支援による地域内経済循環の促進 

■ 企業の魅力発信・情報発信の強化（再掲） 

 

今後の方向性：継 続 

■ 引き続き、産業団体や企業のニーズに沿った事業を展開し、個社の企業競争力向上

を支援するとともに、事業効果の地域への波及を促していく。（再掲） 

■ 令和８年度に開館予定の（仮称）米沢地域産業振興センターを産業振興施策実施の中

核拠点と位置付け、各種産業団体及び支援機関等が連携して企業支援に取り組んでいく。

（再掲） 

 

 

（基本戦略２）先端技術の活用促進によるものづくりの振興 

 

施策５ 重点施策 先端技術（有機エレクトロニクス関連・ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等）

の活用及びスタートアップ支援 

実施状況 

■ 米沢ものづくり振興事業 

 市内企業の生産性向上を目的として、ＤＸやＡＩ活用、デジタル人材の育成といっ

た企業ニーズやものづくりの潮流を捉えたテーマによるセミナー・講演会を開催した。

また、山形大学の先端的研究シーズの事業化や産学連携の促進を目的として、同大学

教員による企業向けセミナーを開催した。（再掲） 

■ ものづくり産学連携支援員を任用し、市内企業の技術課題や経営課題と山形大学が

保有する先端研究シーズのマッチングを促し、企業への技術移転や課題解決、研究シ

ーズの事業化を支援した。 

※ ものづくり産学連携支援員による大学・企業等への訪問件数 

R3：243 件、R4：229 件、R5：268 件、R6：269 件 
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■ 有機エレクトロニクス産業集積推進事業 

山形大学有機エレクトロニクスイノベーションセンターに業務を委託し、山形大学

が保有する有機エレクトロニクス関連技術を始めとした先端研究シーズの事業化及

び企業への技術移転の促進を図った。 

［主な事業内容］有機エレクトロニクス関連分野展示会への出展、地域企業との技術連携支援活動、

産学連携セミナー・シンポジウムの開催、有機エレクトロニクス関連施設オープンラボの開催 

■ 山形大学産業研究所研究奨励金 

（公財）山形大学産業研究所が持つ調査研究機能を活用し、市内企業との連携によ

り市民生活の向上や産業振興に寄与する見込みがある研究の発掘を行うとともに、研

究費に対し補助金を交付した。 

※ 研究奨励事業の採択件数 R3：３件、R4：３件、R5：４件、R6：３件 

 

課 題 

■ 市内企業における山形大学の先端研究シーズ活用の推進 

■ 産学連携によるスタートアップ等の成長産業の創出 

 

今後の方向性：継 続 

■ 山形大学が保有する先端研究シーズ及び先端技術の社会実装に向けた取組を国の

公的研究機関等と連携し支援することで、市内企業への技術移転や成長産業の集積を

推進していく。 

■ 引き続き、山形大学と連携し企業の技術課題や経営課題の掘り起こしを行い、産学

連携による課題解決の可能性を検討し、共同・受託研究への移行を促していく。 

 

（基本戦略３）成長分野の企業立地による産業集積・基盤強化 

 

施策６ 重点施策 新たな地域ものづくり牽引拠点として産業用地確保の推進 

 
施策７ 重点施策 波及効果が高く成長が見込まれる産業の立地促進 

 

実施状況 

■ 県や山形大学、各種支援機関等と連携し企業誘致活動を行い、米沢オフィス・アル

カディアにおいて企業の研究開発施設が開所するなど、ＫＰＩとして設定した企業立

地数を上回る企業の立地があった。 

■ 各種助成制度や税制優遇措置により、市内企業の産業団地内への移転や拡充、設備

投資を促進した。 

■ 米沢八幡原工業団地が令和４年３月に分譲を完了し、米沢オフィス・アルカディア

の分譲率が約 87％となるなど市内の分譲可能な産業用地は僅少となっている一方、

県外から本市への新規立地に関する問い合わせを多数受けるなど、新たな産業用地の

整備・確保が急がれる状況となっている。 
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課 題 

■ 本市産業の長期ビジョンに基づく、新産業団地整備の推進 

■ 研究開発機能を有する知識集約型企業等、成長産業の立地促進 

 

今後の方向性：拡 充 

■ 東北中央自動車道米沢北ＩＣ付近に整備を計画する新産業団地について、進捗状況

の情報発信に努め、市内事業者及び市民の理解を得ながら、ものづくりを始めとした

市内産業の活性化に寄与する産業団地の整備を目指していく。 

■ 米沢オフィス・アルカディアで未分譲となっている研究開発施設誘致エリアについ

て、引き続き、研究開発機能を有する企業の立地を目指し誘致活動を展開していく。 

 

２ 企業アンケート調査の実施 

（１）調査概要 

市内の中小・小規模企業者の経営動向、直面する課題、施策への要望等を把握すること

を目的として企業アンケート調査を実施しました。 

 

調査対象  市内の中小・小規模企業者 342 社（製造業） 

設  問  業況、製品・技術の強み、ＤＸの取組状況、人材育成・人材確保、 

事業承継等に関する 26 問を設定 

調査方法  郵送調査 

調査期間  令和７年９月 10 日～令和７年９月 30 日 

有効回答件数 172 件（回答率：50.3％） 

 

（２）調査結果及び分析（要点抜粋） 

① 業 況 

  前年同期比の売上総利益の状況について、「増加した」との回答は 16.9％に留まり、

８割を超える事業者が減少または横ばいと回答しています。 

  増加の要因としては、「販路・市場開拓」が回答の 25.0％と最も多く、その他「設備

の新設・更新」や「製品の差別化」、「新製品開発」といった能動的な取組が増益に寄与

しているといえます。 

  また、減少の要因としては、「原材料費の高騰」が 21.4％と最も多く、その他「景気

変動」や「市場の縮小」等、近年の原油・原材料価格の高騰を始めとした社会情勢の変

化が企業活動の停滞を招く要因となっています。 

 

（ア）前年同期比の売上総利益の状況について（N=172） 

  

71社,41.3%

68社,39.5%

29社,16.9%

4社,2.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

減 少

横ばい

増 加

無回答
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（イ）「増加した」場合、その要因について（N=29、複数選択可） 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ウ）「減少した」場合、その要因について（N=71、複数選択可） 

  

 

② 製品・技術の強み 

  自社の経営上の強みについて、「高品質・低不良」との回答が最も多く、以下「技術

力・加工精度」、「試作・多品種生産」、「短納期対応」となっています。一方で、「自動化・

省力化」や「ＡＩ・デジタル活用」、「人材の育成」、「人材確保」を強みとする事業者は

少ない状況となっています。 

  また、自社の経営上の課題について、「人材確保」及び「設備投資」との回答が特に多

く、その他、販路開拓や人材育成、生産現場に関するものなど、事業者が抱える課題は

企業活動全般にわたることを示しています。 

  

43社,21.4%

37社,18.4%

34社,16.9%

17社,8.5%

15社,7.5%

13社,6.5%

10社,5.0%

8社,4.0%

8社,4.0%

2社,1.0%

2社,1.0%

2社,1.0%

1社,0.5%

6社,3.0%

3社,1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

原材料費の高騰

景気変動

市場の縮小

営業力の不足

エネルギーの高騰

取引先の廃業

人材の不足

競争の激化

設備の老朽化

製品開発の遅れ

技術力の不足

設備の不足

部品調達の遅れ

その他

わからない

13社,25.0%

6社,11.5%

5社,9.6%

5社,9.6%

4社,7.7%

4社,7.7%

2社,3.9%

2社,3.9%

2社,3.9%

1社,1.9%

1社,1.9%

7社,13.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

販路・市場開拓

設備の新設・更新

製品の差別化

景気変動

新製品開発

営業力強化

納期短縮

事業の多角化

社会環境の変化

技術開発

省力化・省人化

その他
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（ア）自社の「現在の強み」について（N=172、複数選択可） 

  
 
（イ）自社の「経営上の課題」について（N=172、複数選択可） 

  

72社,15.1%

66社,13.8%

55社,11.5%

52社,10.9%

35社,7.3%

30社,6.3%

27社,5.7%

19社,4.0%

18社,3.8%

15社,3.1%

13社,2.7%

13社,2.7%

9社,1.9%

9社,1.9%

8社,1.7%

8社,1.7%

7社,1.5%

6社,1.3%

4社,0.8%

3社,0.6%

3社,0.6%

2社,0.4%

2社,0.4%

1社,0.2%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16%

高品質・低不良

技術力・加工精度

試作・多品種生産

短納期対応

製品開発力

生産管理体制

量産体制

歴史・伝統

企業間連携

名工・熟練工

営業力

地域・社会貢献

高効率生産

価格競争力

福利厚生

知名度

自動化・省力化

AI・デジタル活用

人材の育成

人材確保(海外)

大学との連携

人材確保(国内)

新事業参入

アクセス

61社,9.5%

54社,8.4%

43社,6.7%

43社,6.7%

42社,6.5%

40社,6.2%

39社,6.1%

38社,5.9%

36社,5.6%

33社,5.1%

32社,5.0%

31社,4.8%

28社,4.3%

28社,4.3%

18社,2.8%

16社,2.5%

14社,2.2%

11社,1.7%

11社,1.7%

10社,1.6%

7社,1.1%

7社,1.1%

2社,0.3%

1社,0.2%

0% 1% 2% 3% 4% 5% 6% 7% 8% 9% 10%

人材確保(国内)

設備投資(機械)

新規販路の開拓

人材の育成

賃上げ

技術・技能継承

価格転嫁

高品質・低不良

技術力・加工精度

製品開発力

生産管理体制

高効率生産

設備投資(建物)

自動化・省力化

AI・デジタル活用

価格競争力

事業承継

新事業参入

知名度

地域・社会貢献

人材確保(海外)

企業間連携

大学との連携

業務・資本提携
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③ ＤＸの取組状況 

   企業活動におけるデジタル技術の導入・活用の状況について、既に導入している事業

者は 28.5％に留まるものの、38.4％が今後の導入を検討すると回答しており、デジタ

ル化に対する関心の高さがうかがえる状況にあります。一方で、導入・活用に当たり、

「活用スキルの不足」や「活用人材の不足」が大きな課題となっています。 

 
（ア）デジタル技術の導入・活用について（N=172） 

  

導入・活用の内容（自由記載） 

▪ ＡＩ活用（生産管理、営業・事務の効率化、加工技術支援、写真加工、ブランディング） 

▪ システム導入による業務効率化（会計、受発注管理、生産管理、刃具管理、品質管理等） 

▪ 自動化設備（無人搬送車、分散制御システム、ＲＰＡ、ロボット、センサー、カメラ等） 

▪ その他（書類・図面の電子化、全社員の電子機器の携帯、Web 会議の利用等） 

 
（イ）デジタル技術の導入・活用の課題について（N=172、複数選択可） 

 

 

 

 

 

 

 

④ 人材育成・人材確保 

  人材確保の状況について、約半数の事業者が適切な人員を確保していると回答する一

方、不足するとの回答も 41.9％を占める状況となりました。 

採用活動においては、募集した人材の種別と今後採用を強化したい人材の種別は、と

もに中途採用者が学卒者を大きく上回る状況となったほか、人材育成においては、「指

導人材が不足している」及び「人材を育成する時間的余裕がない」と回答する事業者が

多い結果となりました。 

これらの結果は、人口減少と少子高齢化の進展が地域全体の労働力不足を招き、企業

の採用活動と人材の育成に影響を及ぼしているものと考えられます。 

  

66社,38.4%
51社,29.7%

49社,28.5%
3社,1.7%

3社,1.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

導入・活用していないが、今後取り組みたい
導入・活用の予定はない

導入・活用している
その他

無回答

62社,21.5%

60社,20.8%

58社,20.1%

42社,14.6%

40社,13.9%

3社,1.0%

23社,8.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

活用スキルの不足

投資コストが高い

活用人材の不足

費用対効果が低い・不明

事業内容になじまない

社内の理解が得られない

無回答
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（ア）人員の過不足の状況について（N=172） 

  

 
（イ）過去１年程度の求人状況について（N=172） 

  
 
（ウ）「募集した」場合、人材の種別について（N=90、複数選択可） 

  
 
（エ）今後、採用を強化したいと考えている人材について（N=172、複数選択可） 

  

 
（オ）従業員の育成における課題について（N=172、複数選択可） 

  

84社,48.8%

72社,41.9%

4社,2.3%

5社,2.9%

7社,4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

適切である

不足している

過剰である

その他

無回答

90社,52.3%

75社,43.6%

7社,4.1%

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

募集した

募集しなかった

無回答

70社,34.7%

45社,22.3%

40社,19.8%

21社,10.4%

20社,9.9%

3社,1.5%

3社,1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

中途採用(未経験者)

中途採用(職種経験者)

高校・専門学校卒

大学・大学院卒

外国人(技能実習生等)

その他

無回答

103社,32.4%
65社,20.4%

58社,18.2%

34社,10.7%

14社,4.4%

10社,3.1%

34社,10.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

中途採用(職種経験者)

高校・専門学校卒

中途採用(未経験者)

大学・大学引率

外国人(技能実習生等)

その他

無回答

64社,24.1%

60社,22.6%

34社,12.8%

32社,12.0%

23社,8.7%

7社,2.6%

11社,4.1%

35社,13.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

指導人材が不足している

人材を育成する時間的余裕がない

人材を育成する資金的余裕がない

従業員の学ぶ意思が乏しい

育成してもすぐに辞めてしまう

人材育成や能力開発の方法が分からない

その他

無回答
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⑤ 事業承継 

  事業承継に関して、約半数の事業者が「事業承継したい」と回答した一方、２割を超

える事業者が後継者の不在等により廃業や事業譲渡を検討しているという状況となり

ました。 
 

（ア）事業承継の意向について（N=172、複数選択可） 

  
 

 
（イ）「事業承継せず廃業する」または「事業譲渡したい」場合、その理由について 

（N=37、複数選択可） 

  

 
（ウ）事業承継に関して公的機関に求めることについて（N=172、複数選択可） 

  

  

78社,45.4%
26社,15.1%

11社,6.4%

39社,22.7%

18社,10.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

事業承継したい

事業承継せず廃業する

事業譲渡したい

考えていない

無回答

21社,23.9%

15社,17.1%

10社,11.4%

10社,11.4%

9社,10.2%

9社,10.2%

8社,9.1%

5社,5.7%

1社,1.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

後継者がいない

当初から自分の代限りとしている

気力・体力の衰え

事業に将来性がない

事業を継続できる見込みがない

後継者の育成が困難

事業資金の調達が困難

従業員の確保が困難

その他

38社,15.5%

29社,11.8%

24社,9.8%

18社,7.4%

15社,6.1%

11社,4.5%

11社,4.5%

3社,1.2%

2社,0.8%

60社,24.5%

34社,13.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

融資制度の拡充

税制に関する説明会・セミナー

後継者教育支援

譲渡、売却のマッチング

事業計画の策定支援

法律問題等の説明会・セミナー

譲渡、売却に関する説明会・セミナー

専門家派遣

その他

特にない

無回答
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⑥ 米沢市への要望 

  本市に求める支援策について、事業者が経営課題と回答した人材確保や設備投資、販

路開拓、人材育成に関する支援が必要であるとの回答が上位となりました。 

 

（ア）本市に求める支援策について（N=172、複数選択可） 

  

 

３ 課題の整理と重点施策の方向性 

  前項までの現状分析、現行の工業振興計画の総括及び社会的潮流等を踏まえた本市の

主要な課題と重点的に取り組むべき施策の方向性は以下のとおりです。 

 

（１）次世代を担う産業人材の育成及び定着の促進 

人口減少が進展し、労働力の確保が困難となる中、高い技術力を未来に継承し、持続

可能なものづくりを実現するためには、若年者の地元定着の促進とデジタル人材を始

めとした専門人材の育成が必要不可欠です。 

本市には山形大学工学部を始めとした高等教育機関のほか、実業高校である県立米沢

鶴城高等学校が所在し、潜在的に将来の本市産業を担う若年者が多数居住しているもの

の、現状として、大学等の学生は卒業後に首都圏を中心とした県外企業に就職する割合

が高く、高校生に関しては進学率が年々増加する傾向にあります。 

今後、本市及びものづくり企業が若年求職者に選ばれる、魅力ある地域であり続ける

ために、技術力や働きがいを始めとした企業の魅力発信を強化するとともに、進学や就

職を機に県外に転出した若者の呼び戻し（Ｕターン）、他地域からの移住・就職促進（Ｉ

Ｊターン）といった施策を強化していくことが重要です。 

また、企業における指導人材の養成や育成スキルの向上を促進するとともに、将来的

な事業の承継を見据え、後継者の育成を促す取組が必要となります。 

61社,17.0%

49社,13.7%

35社,9.8%

33社,9.2%

26社,7.2%

22社,6.1%

19社,5.3%

16社,4.5%

13社,3.6%

12社,3.3%

11社,3.1%

8社,2.2%

8社,2.2%

2社,0.6%

5社,1.4%

20社,5.6%

19社,5.3%

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

人材確保に関する支援

設備投資に関する支援

販路開拓に関する支援

人材育成に関する支援

運転資金の融資に関する相談

他企業との連携支援

デジタル技術の導入・活用支援

事業承継に関する支援

研究開発に関する支援

事業所の移転・拡張に関する支援

大学、研究機関との連携支援

経営に関する専門家派遣

海外進出に関する支援

法律・役務に関する専門家派遣

その他

特になし

無回答
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（２）高付加価値なものづくりの推進による地域産業の収益性の向上 

   県内及び東北管内における従業者 1人当たりの粗付加価値額（労働生産性）につい

て、令和５年に本市は県内第３位、東北管内で第 27 位という状況にあり、東北管内

においては平成 30 年の第 14 位から大きく順位を下げています。これは本市の付加価

値額が伸び悩む一方、他都市の金額が上昇したことによるものです。 

   本市の工業は加工組立業の比率が高く、製造品出荷額等は比較的高い一方で付加価

値率は低い傾向にあり、今後、地域全体の収益性を底上げする観点から、先端技術や

新型設備の導入による生産性の向上や市場の動向に適した販路開拓及び新たな事業展

開、地域外への依存を減らす内発型産業の拡大が必要となります。 

また、産業支援機関や企業間ネットワークを活用し、成長企業の収益の向上を地域

に波及させ、地域内経済の循環を促進していくことが重要となります。 

 

（３）産学連携による企業の持続可能性と成長性の向上 

近年、ものづくりを取り巻く社会動向の一つに、大量生産・大量消費・大量廃棄か

らの脱却と資源の効率的な利用を目指す循環経済への転換が挙げられます。 

本市においても、ものづくり産業が将来にわたり発展し続けるためには、資源の再

利用はもとより、製品の長寿命化やＡＩ技術を活用した製造設備の効率的運用、地域

全体で環境や社会に対する負荷の低減に取り組むなど、経済の持続可能性に配慮した

事業の展開が不可欠です。 

企業において現在の生産現場に新たな技術を導入し、企業活動の仕組みを変えるこ

とは容易でないため、山形大学や国立研究開発法人産業技術総合研究所が行う地域企

業との連携による技術の社会実装及び技術移転促進の取組を地域に波及させていくこ

とが重要となります。 

 

（４）新たな産業団地の整備と成長分野の企業の立地促進 

次世代の産業人材の定着及び成長産業の集積を図り、将来にわたり本市のものづく

り産業の基盤をより強固なものとするため、新たな産業団地の整備を着実に推進する

とともに、成長企業の誘致に取り組む必要があります。 

本市は新産業団地整備基本方針及び基本計画を策定し、企業立地が地域にもたらす

影響や企業及び市民のニーズに配慮し立地を促すべき業態・業種を設定したところで

あり、地元大学卒業生や若年者、ＵＩＪターン者が活躍できる、研究開発型企業を始

めとした付加価値の高い産業の集積に向けて計画を推進することが重要です。 

また、米沢オフィス・アルカディアにおいて未分譲となっている研究開発施設誘致

エリアについても引き続き、研究開発機能を有する知識集約型企業等の新規立地を目

指し、誘致活動を強化する必要があります。 
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第３章 基本戦略と具体的施策 

 
１ 基本目標と基本戦略 

（１）基本目標 

『地域の稼ぐ力の向上による好循環なものづくり産業の実現』 
 

 

 

 

 

 

上記の基本目標を達成し、本市の目指すべき姿を実現するため、ものづくり人材の育

成・定着促進に加え、本市の強みであるこれまで培われてきた技術や企業間ネットワー

ク、大学及び研究機関等との連携による技術シーズの活用、産業団地を始めとした産業

基盤等を融合させることによりイノベーションを生み出し、本市産業の高付加価値化を

目指します。 

 

（２）基本戦略 

基本目標の達成に向けて、基本戦略を次の３項目に整理します。 

 

（基本戦略１）新時代を見据えた産業人材の確保と育成の強化 

ものづくり産業の稼ぐ力の原動力として、要となる優れた人材の育成及び定着が重

要です。企業の技術者の育成及び定着率向上を支援するとともに、次世代のものづくり

産業を担う高校生や大学生、ＵＩＪターン者の市内就職促進に向けた取組に加え、企業

の後継者育成及びものづくり関連スタートアップ創業者の育成を支援します。 

また、地域産業団体や高校、大学と連携し、企業の技術者や就職希望者等に対しより

効果的なセミナーや研修などを実施するほか、持続可能なものづくり産業を目指し企

業の円滑な事業承継を支援します。 

 

（基本戦略２）企業の経営基盤強化による地域競争力の向上 

付加価値の高いものづくりにより本市産業の地域競争力を向上させるため、企業の

経営基盤の強化を支援します。 

産業の高付加価値化の実現に向けて、各種支援機関と連携し、企業のデジタル化や設

備投資、先端技術の導入・活用を促進するとともに、産学官金が相互に連携し、成長産

業に関する販路開拓支援や制度融資等の活用促進等に取り組み、企業の経営基盤強化

を図ります。 

また、山形大学や産業技術総合研究所が地域企業と連携して実施する、研究・技術シ

ーズの社会実装及び技術移転に向けた取組を支援し、イノベーションの創出を目指し

ます。 

５年後(令和 12 年度)に実現を目指す本市の姿 

稼ぐ力（人材・技術・企業）の強化とその相乗効果により、産業の高付加価値化と市民 

所得の向上が実現し、市民が安定して働き続けることができる「ものづくりのまち米沢」 
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（基本戦略３）ものづくりを牽引する新たな産業基盤の構築 

本市の産業基盤を強化し、企業の収益力向上及び地域内経済循環の促進を図るため、

新たな産業団地の整備を着実に推進するとともに、米沢オフィス・アルカディアを始め

とした市内への企業誘致を強化し、新たな雇用機会の創出、市内企業の事業拡大及び成

長分野企業や先進的なスタートアップ等の立地を促進します。 

また、（仮称）米沢地域産業振興センターを始めとした産業支援機関や企業間ネット

ワークを活用し、成長企業の立地の効果を地域に波及させる取組を推進します。 

 

２ 基本戦略に基づく具体的施策 

基本戦略の３つの柱に基づき、次の７つの施策を実施します。 

（基本戦略１）新時代を見据えた産業人材の確保と育成の強化 

 

施策１ 重点施策 ものづくり人材の育成及び定着の促進 

【実施項目】 

① 山形大学・市内企業・産業団体等と連携し、ＡＩをはじめ先進技術等を活用し次世代型

産業創出に寄与できる人材の育成を図ります。 
② （仮称）米沢地域産業振興センターを拠点に各種人材育成事業を実施します。 

③ 産業団体等と連携し、大学生及び高校生の中長期インターンシップを促進する取組や

首都圏からのＵＩＪターンを促進する取組を実施します。 
④ 産業団体や金融機関等と連携し、新規創業の促進や企業の後継者育成、第三者承継を

含む円滑な事業承継に寄与する取組を実施します。 
⑤ 関係機関・団体等と連携し、企業の外国人材確保に寄与する取組を実施します。 

 
【主な展開事例】 
① （仮称）米沢地域産業振興センターを活用したＡＩやデジタル化関連の人材育成セミ

ナーの実施及び内容の拡充 
② （仮称）米沢地域産業振興センターを活用した米沢市産業人材定着促進事業の実施や、

山形大学ＯＢ組織等との連携による市内企業のＰＲ事業（バスツアー等）の開催 
③ 米沢女子短期大学の学生による市内企業ＯＧ訪問事業の開催 
④ 米沢鶴城高校地域コンソーシアムによる就職面談会の開催等、市内企業への就職促進 
⑤ 置賜地区雇用対策協議会との連携による市内高校生の就職活動に対する支援の実施 
⑥ 本市産業の魅力発信を目的とした企業見学イベント「360°よねざわオープンファクト

リー」の開催支援 
⑦ 山形大学及び産業団体等との連携による外国人留学生の市内就職の促進 
⑧ 山形県事業承継・引継ぎ支援センター及び支援機関等との連携による企業の後継者育

成や事業承継等に関する相談窓口の利用促進 
⑨ ＵＩＪターン促進を目的とした首都圏での就職フェア等における就職情報の発信 
⑩ スタートアップを始めとした創業希望者の創出に向けた創業塾の開催 
⑪ 国や県、支援機関等が実施する企業の外国人材の活用を促進する取組の周知 
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（基本戦略２）企業の経営基盤強化による地域競争力の向上 

 

施策２ 重点施策 先端技術の活用促進 

【実施項目】 

① 産学官連携により市内企業による先端技術（ＡＩ・ロボット等）の活用を支援します。 

② 米沢商工会議所新会館において山形県が主体となり運営する施設「イノベーション連

携拠点」において、企業の保有技術を起点とした山形大学の研究シーズの事業化に山

形県、米沢商工会議所、山形大学及び本市が連携して取り組みます。 

③ 山形大学工学部や産業技術総合研究所との連携により市内企業の新技術開発・技術移

転を促進します。 

④ 山形大学が行う研究活動を通じたイノベーションの創出や社会実装の加速化、持続可

能な地域産業の創出に向けた取組を支援します。 

⑤ 一般社団法人山形大学産業研究所と市内企業との共同研究開発を支援します。 

 

【主な展開事例】 

① 米沢ものづくり振興協議会による先端技術（ＡＩ・ロボット等）関連セミナーの開催 

② 山形大学や産業技術総合研究所との連携により実施するＢＩＬ（ブリッジ・イノベーシ

ョン・ラボラトリ）等、地域企業の技術力・研究開発力向上に向けた取組の推進 
③ 一般社団法人山形大学産業研究所との連携による研究者の研究奨励金制度の活用促進 
④ 山形大学ＧＸ共創センターを始めとした研究拠点施設が取り組むサステナブルエレク

トロニクスの実現を目的とした地域企業との共同研究やスタートアップの創出、セミ

ナーの開催等に対する支援 
⑤ 米沢商工会議所新会館内「イノベーション連携拠点」において実施する山形大学工学部

研究シーズの事業化に向けたイベント等の開催支援 

⑥ 本市産学連携支援員による市内企業に対する山形大学先端技術シーズ情報の展開 

 

施策３ 企業競争力強化に向けた技術力及び収益性の向上に対する支援 

【実施項目】 

① 市内企業の技術力や企画力、開発力等の強化を推進します。 

② 生産革新や業務効率化により企業の生産性向上を図ります。 

③ 市内企業製品のブランド価値の向上を図り、高付加価値な事業及び製品を創出します。 

 

【主な展開事例】 

① 米沢市商工業地域活性化事業費補助金の活用促進による新商品開発支援 

② 米沢市発明考案奨励金制度の周知による活用の促進 
③ 国及び県との連携による新技術・設備導入補助制度に関する情報の周知 

④ 県や支援機関との連携による脱炭素及び省エネルギー対策等に関する技術講座の開催 
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施策４ 企業間ネットワーク強化に対する支援 

【実施項目】 

① 本市の産業団体の事業活動を継続的に支援します。 

② 本市の産業団体による他地域との企業間連携を支援します。 

③ 産学官金連携のネットワークを強化します。 

 

【主な展開事例】 

① 米沢市電子機器機械工業振興協議会が行う共同受発注推進等に対する支援 

② 米沢繊維協議会が行う販路開拓事業・人材育成事業等の取組に対する支援 

③ テクノセンター及び八幡原企業協議会との連携による企業ネットワークの強化 

④ 米沢オフィス・アルカディアクラブとの連携による企業ネットワーク強化 

⑤ 市外の工業団体（置賜ものづくりネットワーク推進協議会（高畠町、長井市））、一般社

団法人大森工場協会（東京都大田区）等）との産業交流の実施 

⑥ 産業のまちネットワーク推進協議会への参画及び市内企業に対する情報の展開 

⑦ 山形県、山形大学、米沢商工会議所工業部会、山形県工業技術センター置賜試験場、

金融機関等との連携体制の強化による企業支援体制の構築 

 

施策５ 販路開拓・取引拡大に向けた企業支援 

【実施項目】 

① 市内企業の製品価値向上を推進し、認知度向上により取引拡大を促進します。 

② 市内企業及び産業団体の国内展示会出展及び海外販路開拓を支援します。 

③ 市内外企業間の取引から派生する市内企業間の取引拡大を支援し、地域内経済の循環を

促進します。 

④ 農商工連携を推進しオール米沢での販路拡大を目指します。 

 

【主な展開事例】 

① 米沢ファッションベースキャンププロジェクトによる繊維洋装部門のＰＲ・ブランド

化と海外での販路開拓の促進 

② 米沢ものづくり振興協議会による国内展示会への出展補助の実施 

③ 米沢ものづくり振興協議会による海外におけるビジネスマッチングの実施 

④ 米沢市商工業地域活性化事業費補助金の活用促進による展示会出展支援 

 

（基本戦略３）ものづくりを牽引する新たな産業基盤の構築 

 

施策６ 重点施策 新たな産業団地の整備推進 

【実施項目】 

① 米沢北インターチェンジ周辺を新産業団地整備候補地と決定し、その開発・造成に向

けて各種業務（地元調整（用地交渉等）、基本設計・実施設計、各種行政手続き・用地

買収（農振除外、農地転用、都市計画変更等））を推進します。 
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【主な展開事例】 

① 本市のものづくりを牽引する拠点形成に向けた新たな産業用地の整備推進 
 
施策７ 重点施策 波及効果が高く成長が見込まれる産業の立地促進 

【実施項目】 

① 成長産業や本市の特長を活かしたものづくり企業等の立地を促進します。 

② 企業のものづくり拠点機能及び研究開発施設の立地を促進します。 

③ 県・大学・関係機関と連携を図り、企業等の立地を促進します。 
④ 本市の立地環境、産業団地、立地助成制度や税制優遇措置等について、積極的な情報発

信を行います。 
 

【主な展開事例】 

① 企業等への定期的な立地動向調査の実施及び成長分野企業や立地有望企業に対する誘

致活動の実施 

② 県・大学・関係機関との連携による企業の研究開発拠点の立地促進 

③ 各種広告媒体の活用やセミナーの開催、展示会出展等による立地環境や各種助成制度、

本市産業のＰＲの実施 
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３ 計画の進行管理・評価 

  本計画の着実な推進に当たり、計画（ＰＬＡＮ）、実行（ＤＯ）、評価（ＣＨＥＣＫ）、

改善（ＡＣＴＩＯＮ）による進行管理に基づき、事業の達成状況や評価を整理するとと

もに、社会経済状況等の変化に柔軟に対応しながら、必要に応じて取組の変更や見直し

を検討します。 
 
４ 評価指数（KPI） 

  本計画を推進するにあたり、以下のとおり評価指数を設定します。 

 

 評 価 区 分 基準値 
目標値 

(令和 12 年度) 
備考 

1 付加価値額 
1,425 億円 

（令和４年１月～12 月） 
1,650 億円 

経済構造実態調査 

（製造業事業所調査） 

2 
従業者１人当たりの付加
価値額（労働生産性） 

1,251 万円/人 
（令和４年１月～12 月） 

1,650 万円/人     〃 

3 製造品出荷額等 
5,499 億円 

（令和５年１月～12 月） 
6,000 億円     〃 

4 
地域企業による山形大学や 

産業技術総合研究所との 

技術連携件数 

０件 
（令和７年度） 

延べ 50 件  

5 
高校新規卒業者の県内事
業所への就職率 

76.5％ 
（令和６年度） 

83.0％ ハローワーク米沢管内 

6 
大学・短大新規卒業者の
県内事業所への就職率 

18.1％ 
（令和６年度） 

30.0％     〃 
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資料編 
 
資料１ 米沢市工業振興計画策定委員会設置要綱 

平成 18 年 3 月 31 日 

告示第 70号 

(設置) 

第 1 条 本市の工業振興計画を策定するため、米沢市工業振興計画策定委員会(以下「委員会」という。)

を設置する。 

(所掌事務) 

第 2 条 委員会は、次に掲げる事項について検討を行い、市長に意見を述べるものとする。 

(1) 工業振興計画の策定に関すること。 

(2) その他工業振興の推進に関すること。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 識見を有する者 

(2) その他市長が適当と認める者 

3 委員は、前条の規定による検討を行い、市長に意見を述べたときをもって解任されるものとする。 

(委員長及び副委員長) 

第 4 条 委員会に委員長及び副委員長各 1名を置き、委員の互選により定める。 

2 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 5 条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

2 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、これを開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(関係者の出席等) 

第 6 条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者に会議への出席を求め、又は関係者から意見

若しくは説明を聴取し、若しくは資料の提供を求めることができる。 

(庶務) 

第 7 条 委員会の庶務は、産業部商工課において処理する。 

(平 20 告示 52・平 23 告示 67・平 27 告示 27・一部改正) 

(その他) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 18 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 20年 3月 31 日告示第 52 号) 

この要綱は、平成 20 年 4月 1 日から施行する。 

附 則(平成 23年 3月 31 日告示第 67 号) 

この要綱は、平成 23 年 4月 1 日から施行する。 
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附 則(平成 27年 3月 17 日告示第 27 号) 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 
 

資料２ 米沢市工業振興計画策定委員会委員名簿

 

  

（五十音順、敬称略）

氏　名 所　属 ・ 役　職 備　考

 相澤　　薫
 山形県置賜総合支庁産業経済部
 地域産業経済課長

 安部　　徹  米沢商工会議所専務理事  委員長

 安部　吉弘  米沢繊維協議会会長

 岡村　　茂  米沢ものづくり振興協議会会長  副委員長

 菊地　　智  米沢市金融団金曜会

 岸　　弘行  米沢公共職業安定所所長

 佐藤　有二  山形県立米沢鶴城高等学校校長

 杉本　俊之  国立大学法人山形大学工学部准教授

 髙橋　一弘  米沢市電子機器機械工業振興協議会副会長

 髙橋　由紀子  公益財団法人山形大学産業研究所事務局長

 武田　誠一郎  米沢オフィス・アルカディアクラブ会長

 田中　信嗣  前八幡原企業協議会会長 令和７年12月22日まで

 松下　健一  八幡原企業協議会会長 令和７年12月23日から
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資料３ 米沢市工業振興計画策定委員会の経過 

 

令和７年                                     

 ７月３日   第１回米沢市工業振興計画策定委員会開催 

        ・委員の委嘱及び委員長・副委員長の選出 

        ・第４期米沢市工業振興計画の策定スケジュールに関する協議 

・第３期米沢市工業振興計画の評価・検証に関する協議 

 

 ８月８日   第２回米沢市工業振興計画策定委員会開催 

        ・第４期米沢市工業振興計画（素案）に関する協議 

 

 ９月 10 日  企業動向調査の実施（～９月 30 日） 

 

 11 月 10 日  第３回米沢市工業振興計画策定委員会開催 

        ・企業動向調査の結果に関する協議 

        ・第４期米沢市工業振興計画（案）及び計画概要（案）に関する協議 

        ・パブリック・コメントの実施に関する協議 

 

令和８年                                     

 １月６日   パブリック・コメントの実施（～１月 26 日） 

 

 ３月 17 日  第４回米沢市工業振興計画策定委員会開催 

        ・パブリック・コメントの結果に関する協議 

        ・第４期米沢市工業振興計画（案）及び計画概要（案）に関する協議 
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資料４ 用語の説明 

 

ＡＩ 

 Artificial Intelligence の頭文字。人工知能

のこと。 

 

ＢＩＬ 

 Bridge Innovation Laboratory の略称。国立研

究開発法人産業技術総合研究所が企業ニーズを

核とした研究開発を地域大学や自治体などと連

携して実施するもので、その橋渡しを通じた地域

企業の事業化支援による新産業創出、地域経済活

性化及び地域社会課題解決を目指す連携体制の

こと。 

 

ＤＸ 

 Digital Transformation の略称。企業がビジネ

ス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル

技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製

品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも

に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・

風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 

 

ＩｏＴ 

 Internet of Things の略称。自動車、家電、ロ

ボット、施設等あらゆるモノがインターネットに

つながり、情報のやり取りをすることで、モノの

データ化やそれに基づく自動化等が展開し、新た

な付加価値を生み出すもの。 

 

ＳＤＧｓ 

 2001 年に策定されたミレニアム開発目標

（MDGs）の後継として、2015 年 9 月の国連サミ

ットで採択された「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続

可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。17

のゴール・169 のターゲットから構成され、地球

上の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」

ことを誓っている。 

 

 

 

ＵＩＪターン 

 都市部から地方部への移住を表す。地方部に居

住していた人で、就職等により都市部に定住した

人が、また元の地方部に戻って定住することを

「Ｕターン」、別の地方部に定住することを「Ｊタ

ーン」、もともと都市部に居住していた人が地方 

部に定住することを「Ｉターン」という。 

 

イノベーション 

 企業の技術革新等により、新たに社会的、経済

的な価値を生み出すこと。 

 

インターンシップ 

 大学生等が、在学中に自らの専攻や将来の進路

に関連した就業体験を行うこと。 

 

オープンファクトリー 

ものづくりに関わる企業や工房が生産現場を

公開し、地域内外からの来訪者に対して体験イベ

ントや見学ツアーなどを行うこと。また、研究機

関や大学が研究施設を公開することを「オープン

ラボ（ラボラトリー）」という。 

 

研究シーズ 

 学術研究の種（Seeds）として、新事業創出や将

来の実用化が期待される技術やノウハウ、アイデ

ア、人材、設備等のこと。 

 

コンソーシアム 

共通の目的を達成するために、複数の企業や組

織が協力して事業を行う共同体のこと。 

 

スタートアップ 

 新しいビジネスモデルにより、新たな市場や社

会的な価値を生み出し、社会貢献等によって事業

の価値を短期間で飛躍的に向上させる企業や組

織のこと。
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製造品出荷額等 

 １年間（１～12月）における製造品出荷額、加

工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出た

くず及び廃物の出荷額の合計のこと。 

 

デジタル人材 

専門的なデジタル知識・能力を有し、デジタル

実装による企業や地域の課題解決を牽引する人

材のこと。 

 

ビッグデータ 

 ＩＣＴ（情報通信技術）の進展により、収集・

分析等が可能・容易になる多種多量のデータのこ

と。ビッグデータの活用により、異変の察知や近

未来の予測等を通じ、利用者個々のニーズに即し

たサービスの提供、業務運営の効率化や新産業の

創出等が可能となる。 

 

付加価値額、粗付加価値額 

 企業の生産活動やサービスの提供活動によっ

て新たに生み出された価値のことであり、製造品

出荷額から原材料費、燃料費、減価償却費等を差

し引いた額を指す。なお、減価償却費を差し引か

ない付加価値を粗付加価値額という。 

 

リーマンショック 

 平成 20 年 9 月にアメリカ合衆国の投資銀行で

ある「リーマン・ブラザーズ」が破たんしたこと

に端を発して、続発的に世界的金融危機が発生し

た事象のこと。 

 

量子コンピューティング 

 量子力学の原理を計算に応用したコンピュー

タを用いて、古典的なコンピュータで解くには複

雑すぎる問題を、量子力学の法則を利用して解決

する手法のこと。 

 

労働生産性 

 従業者１人当たりもしくは労働１時間当たり

の労働投入量に対し生み出された付加価値額な

どの割合のこと。 
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